
 

 
 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 2 年 3 月 

相模原市 

相相模模原原市市  

市市営営住住宅宅スストトッックク総総合合活活用用兼兼長長寿寿命命化化計計画画  

（（概概要要版版））  
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序 計画の目的と位置付け  

 

１ 計画策定の目的と位置付け 
・平成２２年３月に「相模原市市営住宅等長寿命化計画」を策定後１０年が経過し、社会情勢も大

きく変化しています。本市の人口や世帯数の減少を見据え、市営住宅について適正な管理戸数へ

と削減しながら、ストックを総合的に活用していくため、市営住宅の今後の在り方や長寿命化に

関する考え方をまとめ、具体的な施策や事業手法を示すものです。 
・本計画は、「相模原市総合計画」、「相模原市住生活基本計画」、「相模原市公共施設等総合管理計

画」等を上位計画及び関係計画とし、市営住宅施策に関する計画として位置付けます。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ＳＤＧｓとの関係 
・ＳＤＧｓ(Sustainable Development Goals)とは平成２７

年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のた

めのアジェンダ」にて記載された平成２８年から令和１２

年までの国際目標です。ＳＤＧｓの１７のゴールのうち４

つのゴールと強い関連をもつことから、住宅セーフティネ

ットの中核をなす市営住宅の目指す姿は、ＳＤＧｓと理念

や目標の一部を共有するものです。 

３ 計画期間 
・計画期間は令和２年度から令和１１年度までとします(おお

むね３０年先を中長期的な視点を持って展望し、おおむね

１０年後を目指した計画とします。)。社会経済情勢及び住

宅事情の変化などに応じて、おおむね４年ごとに、適宜見

直しを図っていきます。 

計画期間：令和２年度から令和１１年度まで 

「相模原市市営住宅ストック総合活用兼長寿命化計画」の位置付け 
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第１章 市営住宅を取り巻く情勢  

 

・増加してきた本市の人口は、令和

元年の７２３，０５６人をピーク

に減少に転じると推計されていま

す。 
・直接建設の市営住宅のうち、昭和

３０年代までに建てられたものは

木造、簡易耐火構造が多く、昭和

４０年代後半以降に建てられたも

のは耐火構造となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 市営住宅の今後の在り方について  

 

１ 市営住宅の課題 
 

（１） 中長期を見据えた課題 
・世帯減少を見据えた適正な管理戸数の設定とストックの活用 

・低額所得者向け住宅セーフティネットとしての役割 
 

（２） 現況ストックの課題 

・用途廃止に位置付けられた老朽化住宅への対応 

・一定期間に集中する中層耐火住宅の建て替えへの適切な対応 

・未整備団地の見直し 
 

（３） 借上げ住宅の課題 
・中長期の市営住宅の需要やコストを踏まえ、借上げによる市

営住宅の供給の見直し 

総人口の推移と将来推計値 

市営住宅の建設年度別構造別管理戸数 
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２ 基本的な考え方 

（１）適正な公営住宅の安定供給 

・真に住宅に困窮する世帯の数を的確に 

把握した上で、当該世帯の居住の安定 

の確保のために、必要な公営住宅のス 

トックの供給(募集)に努めます。 

・市営・県営住宅(市内)の空家募集実績 

や管理戸数比などを勘案し、市営住宅 

は、年間１２０戸程度の供給(募集)に 

努めます。 

・市内において計画期間中に供給する公 

営住宅の供給目標量は次のとおりです。 

 

 

（２）市営住宅の管理戸数の適正化（目標管理戸数）  

年間１２０戸程度の供給（募集）数※を確保することのできるストッ

ク数を適正な管理戸数として設定し、削減を図っていきます。 
※供給(募集)数は現時点での推計値であり、今後、人口・世帯数の減少や社

会情勢の変化等で変わるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 具体的な施策 

（１）老朽化住宅の速やかな用途廃止 

・老朽化住宅については、入居者には他の市営住宅への優先的入居による住み替えを促進し、

公営住宅の供給 目標量 
  

市営住宅 県営住宅 

１０年間の合計数 ３，２９９戸 １，２０８戸 
(１２１戸×１０年≒１，２０８戸) 

２，０９１戸 

適正管理戸数 
２，４０７戸 

重層的住宅セーフティネットにおける公営住宅の位置付け 

中長期的な管理戸数と推計世帯数の推移 

「基礎フレーム報告書 平成３０年３月 さがみはら都市みらい研究所」を基に作成 

３,２９９世帯 
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空き家となった後は速やかに用途廃止を行います。 

（２）一定期間に集中する中層耐火 

 住宅の更新時期の平準化 

・延命化による使用年数の延長を図

るとともに、中長期の公営住宅動

向や財政状況に応じて、事業量・

事業費の平準化を図ります。 

（３）未整備団地の事業見直し 

・上九沢団地は、未整備区域には 

 建設せず、他の利活用も含め検 

 討します。 

・並木団地は、今後の社会情勢の変

化や市営住宅の需要も勘案しな

がら、今後の市営住宅の建て替え

用に確保し、より良い事業手法を

検討します。 

（４）借上げ住宅の返還 

・契約期間満了時に契約期間を１０年間延長した借上げ住宅は、原則、借上げ期間３０年で返

還していきます。 

     

第３章 長寿命化に関する方針と事業手法の選定  

 

１ 長寿命化に関する方針 
(１)維持管理の方針 

・活用可能な住宅の適切な修繕・改善による長寿命化、必要に応じた機能向上の改修を実施 

(２)ストックの状態把握・修繕の実施・データ管理に関する方針 

・定期点検及び日常点検による状況把握を行い、建物の老朽化や劣化による事故等を未然に防ぐ

とともに、的確な修繕を実施 

・予防保全的な観点から、効率的・効果的な建物の長寿命化型改善を実施 

・点検結果や修繕等の内容を適切に記録し、修繕・維持管理に活用 

(３)長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

・事後的な維持管理ではなく、日常点検の充実、計画的な修繕・改善による予防保全的な維持管

理を実施 

・長寿命化型改善と修繕周期延長によるライフサイクルコストの縮減 

 Ｈ３１.４.１ Ｒ１２.３.３１ 備  考 
直接建設 ２,５２５戸 ２,５０５戸 老朽化住宅解体(▲２０戸) 

借上げ住宅  ３０１戸 １３８戸 返還(▲１６３戸) 
既存民間空家       ３９戸 既存民間空き家の活用による供給目標量維持 

計 ２,８２６戸① ２,６８２戸② ▲１４４戸(①－②) 

◀ ピーク時 24 億円/年を要すると

ころ、10 億円/年で更新できる 

ピーク時 26 億円/年▶ 

を要するところ、11 億

円/年で更新できる 

中層耐火住宅の更新事業の平準化イメージ 
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３次判定結果 

維持管理 
改善必要 

用途廃止 改善 建替 

青根第２ 
（計画期間末耐用年

限内） 

沢井 

佐野川 

 

小網第 1／内郷／中原／大島／

二本松／上九沢／富士見／東

／石橋／淵野辺／すすきの／横

山／清新／星が丘／東第２／田

中第２／田名塩田／並木／文京

／古淵／大野台／南台 

－ 小網第２※／森戸／仲町第１／仲町

第２／仲町第３／仲町第４／上町／

里之上／奈良井／川坂／三ヶ木※／

串川第２※／青根第１／青根第２／青

根第３／青根第４／平戸／松葉／藤

野／甘草塚／間の原※／鳩川※ 
※：売却等を含めた跡地の有効活用について本計画期間中に検討する。 

(４)改善事業の実施方針 

・市営住宅おいて想定される以下の改善事業を、各住棟の状況を踏まえて必要に応じて実施 

長寿命化型：長期的な活用を図るべき住棟においては、一層の居住性や安全性が確保されるよう、

耐久性の向上や、躯体の劣化を低減させるため、予防保全的な観点により実施 

福祉対応型：引き続き活用を図る中層耐火住宅ストックについては、高齢者等が安心して居住で

きるように段差解消や手すりの設置など、ユニバーサルデザインの取組を実施 

安全性確保型：防犯性や安全性能を確保するためエレベーターの防災対策改修等を実施 

 
 
 
 
 
 
 
 

２ 事業手法の選定 

(１)判定方法 

団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業手法を選定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

長寿命化型改善のイメージ 

１次判定 

２次判定 

３次判定 

 

計画期間中の総事業費を見据えた総合的な判定 

・緊急性や実現性を勘案して１０年間の改善等事

業を設定  

判定基準 

・団地の社会的特性（需要、立地の利便性、防災性等） 

・住棟の物的特性（建物の安全性、バリアフリー等の居住性） 

によりグループ化 

Ａ：改善事業又は建替事業対象 

Ｂ：継続管理又は用途廃止対象 

グループ A：ライフサイクルコスト判定による手法検討   

・改善事業と建替事業とのライフサイクルコスト比較の実施 
グループ B：団地ごとに住宅地としての適性と住宅性能を総合的に評価 

・老朽化住宅の用途廃止の可能性や住宅宅地としての適性※から事業手法を設定 
 ※：土砂災害警戒区域の団地は原則、用途廃止

 
計画的修繕実現に向けた修繕周期 

屋 上 防 水 ： ２０年前後 

外 壁 改 修 ： ２０年前後 

給 排 水 管 ： ４０年前後 

受 水 槽 ： ３０年前後 
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(２)実施事業等の概要 

・長寿命化型改善による総事業費は１０年間で

４６．８億円(４．７億円／年で平準化) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４章 ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

 

・「ライフサイクルコスト算定プログラム」を用いたライフサイクルコスト(ＬＣＣ)の縮減は次の

とおりです。 

縮減額 改善内容 
５，６４８千円／棟・年 屋上防水、外壁改修、給排水・ガス管更新、受水槽更新 

事業手法別戸数 

対  象 戸 数 

管理戸数 ２,５２５戸 

 ・維持管理予定戸数 ２,４０７戸 

 うち改善予定戸数 ２,２３３戸 

・用途廃止予定戸数 １１８戸 
※ 維持管理予定戸数 － 改善予定戸数 

＝ 南台(H27 新築) 

平均 370戸/年 

平均 10 棟/年 

年度別改善事業量 

LCC（計画前）＝（建設費＋修繕費＋除却費）／評価期間 A（千円/棟・年） 

８０年 

５０年 

修繕費Ａ 

除却費Ａ 

建設費 

改善費 

除却費Ｂ 

修繕費Ｂ 

建設費 

改

善

費 

修繕費Ａ 

修繕費Ｂ 

除

却 

費 

Ｂ

建

設

費 

建

設

費 

除

却 

費 

Ａ

LCC（計画後）＝（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）／評価期間 B（千円/棟・年） 
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